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2021年のアラブ首長国連邦（UAE）の実質GDPは、観光など非石油部門が牽引し、前年の
マイナス成長から3.9％のプラス成長となった。2021年の貿易も、輸出入、石油・非石油部門
ともに回復した。直接投資も、対内・対外ともに増加した。対日貿易は輸出入ともに増加し、
特に鉱物性燃料を中心に日本の輸入が大幅に拡大した。一方で、日本からUAEへの直接投資額
は4年連続で減少した。UAE政府はさらなる経済活性化を図り、週休日や対内投資に関する大
きな制度変更を実施した。

2022年12月19日

■2021年の成長率は3.9％に回復
UAEの連邦競争力・統計局によると、2021年の実質GDP成長率は3.9％で、マイナス成長だった前

年から8.9ポイント増となった。成長を牽引したのは前年比5.8％増となった非石油部門だ。特に、

2021年10月から2020年ドバイ国際博覧会（万博）が開幕したことで、海外からの観光客が増加した影

響が大きかった。一方で、石油部門は0.7％減となった。原油価格は上昇基調が続いたが、OPECプ

ラスの減産合意により生産量が低水準で

推移した。

非石油部門の主要産業別の成長率をみ

ると、ホテル・フードサービス業（23.2％

増）、製造業（12.5％増）が 2 ケタの成長

を記録した。卸売・小売・修理サービス

業（8.3％増）、運輸・倉庫業（8.1％増）

と続き、ほぼ全ての分野で堅調に推移し

た。また、2021年の消費者物価指数（CPI）

上昇率は前年比2.3ポイント増の0.2％で、

3 年ぶりのプラスとなった。

■輸出入ともに回復基調
2021年のUAEの貿易額（通関ベース）

は、輸出が前年比18.8％増の 1 兆1,874億

ディルハム、輸入は15.3％増の9,968億

ディルハムとなった。コロナ禍で落ち

込んだ貿易額は回復基調にあり、貿易
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表 １　アラブ首長国連邦（UAE）の実質GDP
（単位：100万ディルハム、2010年価格、％）

部門・産業別項目
2019年 2020年 2021年
金額 金額 金額 伸び率 構成比 寄与度

石油部門（鉱業・採石業、含：石油・ガス） 430,344 414,175 411,391 △ 0.7 27.4 △ 0.2
非石油部門 1,087,415 1,028,348 1,087,626 5.8 72.6 4.1
　非金融部門
　　　　卸売・小売・修理サービス業 197,035 184,132 199,449 8.3 13.3 1.1
　　　　製造業 144,633 148,128 166,699 12.5 11.1 1.3
　　　　建設業 128,863 121,246 121,537 0.2 8.1 0.0

不動産業 86,969 75,609 79,858 5.6 5.3 0.3
運輸・倉庫 86,401 57,878 62,575 8.1 4.2 0.3
専門・科学技術・総務関連サービス 61,857 60,256 59,947 △ 0.5 4.0 △ 0.0
情報通信業 42,401 43,921 43,820 △ 0.2 2.9 △ 0.0
電力・ガス・水・ごみ処理 34,977 34,655 36,813 6.2 2.5 0.1
ホテル・フードサービス業 35,052 24,488 30,179 23.2 2.0 0.4

　金融・保険業 121,514 118,532 121,015 2.1 8.1 0.2
　政府サービス部門 79,650 89,936 88,915 △ 1.1 5.9 △ 0.1
全体 1,517,759 1,442,523 1,499,016 3.9 100.0 3.9

〔注〕  ①  2021年は暫定値のため、変更される可能性がある。主要項目のみ抽出しているため、各項目の合計
は全体と一致しない。

②2021年統計より、需要項目別のデータが非公開となったため、部門・産業別項目のみ掲載。
〔出所〕UAE連邦競争力・統計局から作成

表 2　UAEの輸出入（通関ベース）
（単位：10億ディルハム、％）

輸出（FOB） 輸入（CIF）
2020年 2021年 2020年 2021年
金額 金額 構成比 伸び率 金額 金額 構成比 伸び率

石油輸出 135.1 230.8 19.4 70.8 その他輸入 536.1 644.7 64.7 20.3
　原油 65.9 110.5 9.3 67.7 フリーゾーン輸入 318.3 340.0 34.1 6.8
非石油輸出 394.5 415.0 35.0 5.2 ガス輸入 10.0 12.1 1.2 21.0
再輸出 469.9 541.6 45.6 15.3
合計 999.5 1,187.4 100.0 18.8 合計 864.4 996.8 100.0 15.3

〔注〕2021年は暫定値。
〔出所〕UAE中央銀行年次報告書から作成

■実質GDP成長率は29年ぶりの低水準
　国家統計局によると、2019年の名目GDP（国内総生産）は99兆865億元、実質GDP成長率は6.1％で、
1990年以来29年ぶりの低水準となった。国家統計局は2019年の経済について、前年から続く米中摩擦
や政府の金融リスクの防止策（デレバレッジ）など一連の経済構造改革などの影響でインフラ投資が

低水準にとどまったことなどを挙げ、経済の下
押し圧力が依然大きいとの認識を示した。一方、
実質GDP成長率が年度目標の6.0～6.5％前後を
達成したことや、都市部調査失業率が年度目標
の5.5％前後を下回る5.2％となったことなどを
挙げ、マクロ経済の主要指標が全て目標を達成、
経済は安定的に成長したとの認識を示した。

■消費、投資ともに伸びが鈍化
　国家統計局が発表した2019年の主要経済指標をみると年度計画の目標値は達成したものの、前年比
では減速傾向が目立った。
投資（固定資産投資総額）は前年比5.4％増で、伸びが前年から0.5ポイント縮小した。うちインフ
ラ投資は3.8％増と前年と同様の水準にとどまった。政府主導のインフラ投資拡大策がとられ、それ
を速やかに実施するための地方債の前倒し発行がなされたが、前年から続く債務管理やプロジェクト
審査の厳格化により、投資が十分に加速しなかった。民間投資は、米中摩擦の長期化による不確実性
の高まりなどを受け、4.7％増（4.0ポイント縮小）という低水準にとどまった。不動産投資は、政府
が住宅投機を許容しない姿勢を維持していることも背景に、9.9％増（0.4ポイント拡大）にとどまった。
消費（社会消費品小売総額）は、1人当たり平均可処分所得（実質）の伸びが縮小（前年から0.7ポ

表1　中国の需要項目別実質GDP成長率
（単位：％）

2018年 2019年
2019年 2020年

Q1 Q2 Q3 Q4 Q1 Q2

実質GDP成長率 6.7 6.1 6.4 6.2 6.0 6.0 △6.8 3.2
　民間最終消費支出 4.4 3.5 ― ― ― ― ― ―
　国内総固定資本形成 2.8 1.9 ― ― ― ― ― ―
　財貨・サービスの純輸出 △0.5 0.7 ― ― ― ― ― ―

〔注〕四半期の伸び率は前年同期比。
〔出所〕中国統計年鑑および中国国家統計局発表より作成

2019年の中国経済は、実質GDP成長率が6.1％で、2018年（6.7％）より0.6ポイント減速
し1990年以来29年ぶりの低水準となった。米中貿易摩擦、金融リスクの防止策など一連の経
済構造改革で、インフラ投資が低水準にとどまり、経済への下押し圧力に直面した。貿易総額は、
米中間の貿易の縮小などを受け、前年比1.0％減の4兆5,761億ドルと2016年以来3年ぶりに減
少に転じた。一方対内直接投資額は、5.8％増の9,415億2,000万元（ドルベースでは2.4％増
の1,381億4,000万ドル）と過去最高を再び更新した。

世界貿易投資動向シリーズ

中　国
2020年12月7日

海外調査部・北京事務所

― 1 ―

Copyright©2020JETRO　世界貿易投資動向シリーズ（中国）

CW6_A8284D50_中国.indd   1 2020/12/04   9:40:31

2022

─1─

（アラブ首長国連邦）

■実質GDP成長率は29年ぶりの低水準
　国家統計局によると、2019年の名目GDP（国内総生産）は99兆865億元、実質GDP成長率は6.1％で、
1990年以来29年ぶりの低水準となった。国家統計局は2019年の経済について、前年から続く米中摩擦
や政府の金融リスクの防止策（デレバレッジ）など一連の経済構造改革などの影響でインフラ投資が

低水準にとどまったことなどを挙げ、経済の下
押し圧力が依然大きいとの認識を示した。一方、
実質GDP成長率が年度目標の6.0～6.5％前後を
達成したことや、都市部調査失業率が年度目標
の5.5％前後を下回る5.2％となったことなどを
挙げ、マクロ経済の主要指標が全て目標を達成、
経済は安定的に成長したとの認識を示した。

■消費、投資ともに伸びが鈍化
　国家統計局が発表した2019年の主要経済指標をみると年度計画の目標値は達成したものの、前年比
では減速傾向が目立った。
投資（固定資産投資総額）は前年比5.4％増で、伸びが前年から0.5ポイント縮小した。うちインフ
ラ投資は3.8％増と前年と同様の水準にとどまった。政府主導のインフラ投資拡大策がとられ、それ
を速やかに実施するための地方債の前倒し発行がなされたが、前年から続く債務管理やプロジェクト
審査の厳格化により、投資が十分に加速しなかった。民間投資は、米中摩擦の長期化による不確実性
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〔出所〕中国統計年鑑および中国国家統計局発表より作成
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少に転じた。一方対内直接投資額は、5.8％増の9,415億2,000万元（ドルベースでは2.4％増
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黒字は前年から555億ディルハム拡大し、1,906億ディルハムとなった。

輸出額の内訳も総じて回復基調だ。輸出額の45.6%を占める再輸出が、15.3%増となった。また、

同19.4％を占める石油部門も70.8%の大幅増、非石油輸出も5.2%増だった。

非石油部門の貿易については、UAE連邦競争力・統計局が発表した品目別貿易額（アブダビ国営

石油会社〈ADNOC〉らによる石油関連輸出やフリーゾーン輸出などを除く）によると、総輸出（地

場輸出に再輸出を加えた額）は7,948億9,200万ディルハムで、28.6％増となった。輸入も9,916億3,300

万ディルハムで26.3%増と、輸出入ともに増加した。輸出のうち、地場輸出は30.2%増、再輸出が

27.5%増と共に堅調な増加を示している。

非石油部門貿易の輸出を国別にみると、地場輸出ではインド向けが457億1,592万ディルハム（前年

比2.3倍）で最大、サウジアラビア378億2,819万ディルハム（48.0％増）、次いでスイス273億2,972万

ディルハム（6.5％減）だった。再輸出はサウジアラビアが最大で597億2,820万ディルハム（9.5％増）、

イラク444億1,889万ディルハム（9.4％増）、インド421億8,799万ディルハム（89.0％増）と続いた。輸

出ではとりわけインド向けが大きく伸びたが、UAEからインドへの輸出額の約 4 割を占める真珠・

貴石・貴金属について、再輸出が前年比72.8％の増加となったことが寄与したと考えられる。

輸入を国別にみると、中国からが1,902億1,924万ディルハム（前年比31.7％増）で最大で、インド

766億6,780万ディルハム（26.8％増）、米国618億5,617万ディルハム（2.2％増）、続く日本は 4 位の398

億8,155万ディルハム（14.8％増）だった。 

また2021年 9 月以降、UAEは包括的経済連携協定（CEPA）の締結に向けた交渉を複数国と相次

いで行っている。2022年 2 月にインド、 5 月にイスラエル、 7 月にインドネシアと署名した。さらに

英国、ケニア、韓国、エチオピア、トルコ、コロンビア、オーストラリア、カンボジアと交渉を開始

している。

表 3　UAEの非石油部門貿易（品目別輸出入）
（単位：100万ディルハム、％）

地場輸出 再輸出 輸入
2020年 2021年 2020年 2021年 2020年 2021年
金額 金額 構成比 伸び率 金額 金額 構成比 伸び率 金額 金額 構成比 伸び率

真珠・貴石・貴金属 111,834 133,312 40.2 19.2 機械類および電気機器 154,840 177,980 38.4 14.9 真珠・貴石・貴金属 192,698 271,482 27.4 40.9
卑金属およびその製品 42,393 70,512 21.3 66.3 真珠・貴石・貴金属 53,341 92,186 19.9 72.8 機械類および電気機器 221,368 258,723 26.1 16.9
プラスチックおよびゴム 20,817 25,866 7.8 24.3 車両・航空機・船舶 43,316 49,998 10.8 15.4 車両・航空機・船舶 64,335 82,134 8.3 27.7
調製食料品、飲料、アル
コール、食酢、たばこ

22,560 25,519 7.7 13.1 化学工業産品 21,196 27,362 5.9 29.1 化学工業産品 49,730 64,471 6.5 29.6

鉱物性生産品 13,104 19,784 6.0 51.0 鉱物性生産品 15,679 19,469 4.2 24.2 卑金属およびその製品 47,615 60,163 6.1 26.4
合計（その他含む） 254,642 331,629 100.0 30.2 合計（その他含む） 363,413 463,263 100.0 27.5 合計（その他含む） 785,112 991,633 100.0 26.3

〔注〕石油輸出を含まない。本統計にはFOB、CIFの掲載がない。
〔出所〕UAE連邦競争力・統計局から作成

表 4　UAEの非石油部門貿易（国別輸出入）
（単位：100万ディルハム、％）

地場輸出 再輸出 輸入
2020年 2021年 2020年 2021年 2020年 2021年
金額 金額 構成比 伸び率 金額 金額 構成比 伸び率 金額 金額 構成比 伸び率

インド 19,737 45,716 13.8 131.6 サウジアラビア 54,568 59,728 12.9 9.5 中国 144,430 190,219 19.2 31.7
サウジアラビア 25,568 37,828 11.4 48.0 イラク 40,602 44,419 9.6 9.4 インド 60,486 76,668 7.7 26.8
スイス 29,229 27,330 8.2 △ 6.5 インド 22,322 42,188 9.1 89.0 米国 60,552 61,856 6.2 2.2
香港 17,120 25,778 7.8 50.6 イラン 15,569 22,963 5.0 47.5 日本 34,729 39,882 4.0 14.8
オマーン 12,287 15,795 4.8 28.6 オマーン 23,297 21,252 4.6 △ 8.8 トルコ 11,167 35,186 3.5 215.1
日本（13位） 3,341 6,345 1.9 89.9 日本（32位） 1,860 2,969 0.6 59.6 ドイツ 26,711 30,479 3.1 14.1
合計（その他含む） 254,642 331,629 100.0 30.2 合計（その他含む） 363,413 463,263 100.0 27.5 合計（その他含む） 785,112 991,633 100.0 26.3

〔注〕石油部門を含まない。本統計にはFOB、CIFの掲載がない。
〔出所〕UAE連邦競争力・統計局から作成

イント縮小し5.8％）したことや、自動車販売の不振が押し下げ要因となり、前年比8.0％増と、伸び
が前年から1.0ポイント縮小した。
　インターネット小売額は16.5％増と2桁の伸びとなったものの、前年の23.9％増からは大きく減速した。
　工業生産増加額（付加価値ベース、年間売上高2,000万元以上の企業が対象）は前年比5.7％増で伸
びが前年から0.5ポイント縮小した。主要産品の工業生産量をみると、鋼材（9.8％増）、集積回路（7.2％
増）などが好調だった一方、自動車（8.0％減）などが減少した。
　雇用面をみると、都市部新規就業者数は1,352万人増（目標1,100万人以上増）、都市部登録失業率は
3.6％（目標4.5％以内）と、ともに目標を達成した。

■2020年の経済運営は雇用の安定を重視
　中国政府は新型コロナウイルス感染症と経済・貿易の不確実性が非常に高いことなどから、2020年
の経済成長率目標を設定しなかった。また、前年に続き、消費（社会消費品小売総額）、投資（全社
会固定資産投資額）の数値目標も設定しなかった。
　重点活動任務の筆頭には、「企業の安定化と雇用の保障に努める」との内容が設定され、不確実性
が高い環境の下、経済成長率よりも雇用の安定や質の高い発展を重視する姿勢がいっそう鮮明となっ
た。ちなみに、2020年第1四半期の経済成長率は新型コロナの影響を受け前年同期比6.8％減と大きく
減少したが、第2四半期は3.2％増とプラス成長を回復した。

■2020年に入りASEANが最大の貿易相手に
　2019年の中国の貿易総額は前年比1.0％減の4兆5,761億ドルと、2016年以来3年ぶりに減少に転じた。
うち、輸出は0.5％増の2兆4,990億ドル、輸入は2.7％減の2兆771億ドルで、貿易収支は4,219億ドルの
黒字となった。
　貿易総額を国・地域別にみると、上位5カ国・地域は①EU28が7,053億ドル（前年比3.4％増）、②
ASEANが6,415億ドル（9.2％増）、③米国が5,414億ドル（14.5％減）、④日本が3,150億ドル（3.9％減）、
⑤香港が2,880億ドル（7.2％減）となり、米国、日本、香港が減少した一方、EU28、ASEANは増加
した。
　品目別にみると、輸出は機械・輸送設備が前年比1.0％減の1兆1,955億ドルとなり、全体に占める構
成比は47.8％だった。うち構成比の大きい電力機械・器具、その他電気部品は7.9％増の3,568億ドル、
電気通信、音声録音・再生設備は6.1％減の3,059億ドルとなった。輸入は、機械・輸送設備が6.3％減
の7,865億ドルとなり、輸入全体に占める構成比は37.9％だった。うち構成比の大きい電力機械・器具、
その他電気部品は3.6％減の4,273億ドルとなった。
　2020年上半期の貿易総額は、前年同期比6.3％減の2兆297億ドルとなった。うち、輸出は6.2％減の1
兆987億ドル、輸入は6.4％減の9,309億ドルとともに減少し、貿易収支は1,678億ドルの黒字（前年同
期比4.9％減）となった。主要国・地域との貿易をみると、上位5カ国・地域は①ASEAN2,979億ドル（2.2％
増）、②EU27が2,842億ドル（4.9％減）、③米国が2,340億ドル（9.7％減）、④日本が1,471億ドル（2.9％
減）、⑤韓国が1,316億ドル（5.8％減）と、ASEANが中国にとって最大の貿易相手となった。
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■実質GDP成長率は29年ぶりの低水準
　国家統計局によると、2019年の名目GDP（国内総生産）は99兆865億元、実質GDP成長率は6.1％で、
1990年以来29年ぶりの低水準となった。国家統計局は2019年の経済について、前年から続く米中摩擦
や政府の金融リスクの防止策（デレバレッジ）など一連の経済構造改革などの影響でインフラ投資が

低水準にとどまったことなどを挙げ、経済の下
押し圧力が依然大きいとの認識を示した。一方、
実質GDP成長率が年度目標の6.0～6.5％前後を
達成したことや、都市部調査失業率が年度目標
の5.5％前後を下回る5.2％となったことなどを
挙げ、マクロ経済の主要指標が全て目標を達成、
経済は安定的に成長したとの認識を示した。

■消費、投資ともに伸びが鈍化
　国家統計局が発表した2019年の主要経済指標をみると年度計画の目標値は達成したものの、前年比
では減速傾向が目立った。
　投資（固定資産投資総額）は前年比5.4％増で、伸びが前年から0.5ポイント縮小した。うちインフ
ラ投資は3.8％増と前年と同様の水準にとどまった。政府主導のインフラ投資拡大策がとられ、それ
を速やかに実施するための地方債の前倒し発行がなされたが、前年から続く債務管理やプロジェクト
審査の厳格化により、投資が十分に加速しなかった。民間投資は、米中摩擦の長期化による不確実性
の高まりなどを受け、4.7％増（4.0ポイント縮小）という低水準にとどまった。不動産投資は、政府
が住宅投機を許容しない姿勢を維持していることも背景に、9.9％増（0.4ポイント拡大）にとどまった。
　消費（社会消費品小売総額）は、1人当たり平均可処分所得（実質）の伸びが縮小（前年から0.7ポ

表1　中国の需要項目別実質GDP成長率
（単位：％）

2018年 2019年
2019年 2020年

Q1 Q2 Q3 Q4 Q1 Q2

実質GDP成長率 6.7 6.1 6.4 6.2 6.0 6.0 △6.8 3.2
　民間最終消費支出 4.4 3.5 ― ― ― ― ― ―
　国内総固定資本形成 2.8 1.9 ― ― ― ― ― ―
　財貨・サービスの純輸出 △0.5 0.7 ― ― ― ― ― ―

〔注〕四半期の伸び率は前年同期比。
〔出所〕中国統計年鑑および中国国家統計局発表より作成

　2019年の中国経済は、実質GDP成長率が6.1％で、2018年（6.7％）より0.6ポイント減速
し1990年以来29年ぶりの低水準となった。米中貿易摩擦、金融リスクの防止策など一連の経
済構造改革で、インフラ投資が低水準にとどまり、経済への下押し圧力に直面した。貿易総額は、
米中間の貿易の縮小などを受け、前年比1.0％減の4兆5,761億ドルと2016年以来3年ぶりに減
少に転じた。一方対内直接投資額は、5.8％増の9,415億2,000万元（ドルベースでは2.4％増
の1,381億4,000万ドル）と過去最高を再び更新した。

世界貿易投資動向シリーズ

中　国
2020年12月7日

海外調査部・北京事務所
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2022 （【国名】）

イント縮小し5.8％）したことや、自動車販売の不振が押し下げ要因となり、前年比8.0％増と、伸び
が前年から1.0ポイント縮小した。
　インターネット小売額は16.5％増と2桁の伸びとなったものの、前年の23.9％増からは大きく減速した。
　工業生産増加額（付加価値ベース、年間売上高2,000万元以上の企業が対象）は前年比5.7％増で伸
びが前年から0.5ポイント縮小した。主要産品の工業生産量をみると、鋼材（9.8％増）、集積回路（7.2％
増）などが好調だった一方、自動車（8.0％減）などが減少した。
　雇用面をみると、都市部新規就業者数は1,352万人増（目標1,100万人以上増）、都市部登録失業率は
3.6％（目標4.5％以内）と、ともに目標を達成した。

■2020年の経済運営は雇用の安定を重視
　中国政府は新型コロナウイルス感染症と経済・貿易の不確実性が非常に高いことなどから、2020年
の経済成長率目標を設定しなかった。また、前年に続き、消費（社会消費品小売総額）、投資（全社
会固定資産投資額）の数値目標も設定しなかった。
　重点活動任務の筆頭には、「企業の安定化と雇用の保障に努める」との内容が設定され、不確実性
が高い環境の下、経済成長率よりも雇用の安定や質の高い発展を重視する姿勢がいっそう鮮明となっ
た。ちなみに、2020年第1四半期の経済成長率は新型コロナの影響を受け前年同期比6.8％減と大きく
減少したが、第2四半期は3.2％増とプラス成長を回復した。

■2020年に入りASEANが最大の貿易相手に
　2019年の中国の貿易総額は前年比1.0％減の4兆5,761億ドルと、2016年以来3年ぶりに減少に転じた。
うち、輸出は0.5％増の2兆4,990億ドル、輸入は2.7％減の2兆771億ドルで、貿易収支は4,219億ドルの
黒字となった。
　貿易総額を国・地域別にみると、上位5カ国・地域は①EU28が7,053億ドル（前年比3.4％増）、②
ASEANが6,415億ドル（9.2％増）、③米国が5,414億ドル（14.5％減）、④日本が3,150億ドル（3.9％減）、
⑤香港が2,880億ドル（7.2％減）となり、米国、日本、香港が減少した一方、EU28、ASEANは増加
した。
　品目別にみると、輸出は機械・輸送設備が前年比1.0％減の1兆1,955億ドルとなり、全体に占める構
成比は47.8％だった。うち構成比の大きい電力機械・器具、その他電気部品は7.9％増の3,568億ドル、
電気通信、音声録音・再生設備は6.1％減の3,059億ドルとなった。輸入は、機械・輸送設備が6.3％減
の7,865億ドルとなり、輸入全体に占める構成比は37.9％だった。うち構成比の大きい電力機械・器具、
その他電気部品は3.6％減の4,273億ドルとなった。
　2020年上半期の貿易総額は、前年同期比6.3％減の2兆297億ドルとなった。うち、輸出は6.2％減の1
兆987億ドル、輸入は6.4％減の9,309億ドルとともに減少し、貿易収支は1,678億ドルの黒字（前年同
期比4.9％減）となった。主要国・地域との貿易をみると、上位5カ国・地域は①ASEAN2,979億ドル（2.2％
増）、②EU27が2,842億ドル（4.9％減）、③米国が2,340億ドル（9.7％減）、④日本が1,471億ドル（2.9％
減）、⑤韓国が1,316億ドル（5.8％減）と、ASEANが中国にとって最大の貿易相手となった。
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（アラブ首長国連邦）



■直接投資は対内外ともに増加
国連貿易開発会議（UNCTAD）によると、UAEの2021年の対内直接投資額（ネット、フロー）は

前年比 7 億8,300万ドル増（3.9％増）の206億6,700万ドルで、対内直接投資が総固定資本形成に占め

る割合は26.9％と、前年比で1.3ポイント減少した。対内直接投資残高は1,715億6,300万ドルとなり、

GDP比は、前年比0.2ポイント減の41.8％となった。対外直接投資額（ネット、フロー）は225億4,600

万ドルで、前年比19.1%増となった。対外直接投資残高は2,150億4,700万ドルとなり、GDP比は52.5%

で前年から1.1ポイント減少した。

■対日貿易も増加
日本の対UAE貿易について、日本の財務省貿易統計をドル換算したものでみると、2021年の日本

からUAEへの輸出額は70億4,400万ドル（前年比27.0%増）、輸入は270億4,500万ドル（65.9％増）だっ

た。貿易赤字は200億100万ドル（85.8%増）と大きく拡大した。

輸出では、47.1%と最大のシェアを占める輸送用機器が、前年比11.4％増にとどまった。車両につ

いて、ドバイ万博など観光産業における需要などが増加したとみられるが、半導体不足や輸送費の高

騰により供給が追い付かず、潜在的な需要を逃したことも要因とみられる。輸入は、構成比の94.1％

を占める鉱物性燃料が63.6％の大幅増となった。

日本銀行の国別・業種別対外・対内直接投資統計（ネット、フロー）によると、2021年の日本から

UAEへの直接投資額は399億円の引き

揚げ超過で、前年から411億円の減少

となり、 4 年連続で減少した。UAE

から日本への直接投資額は33億円だっ

た。

進出日系企業については、新たに

2021年10月にJERAがドバイに現地法

人を設立した。

■経済成長を主眼に進むビジネス上の大きな制度変更
UAE政府は、2022年 1 月 1 日より連邦政府機関の公的な週休日について金、土曜から土、日曜へ

変更するとともに、金曜を午前中のみの半日勤務とした。民間企業もこれに追随する動きがみられ

る。これまで日本を含むアジアや西欧各国とは、ビジネスをする上で勤務日に 1 日のギャップがあっ

たが、この変更により、世界の他地域と足並みをそろえることとなった。

また、2021年 6 月には連邦法が改正され、それまで外国資本が現地法人を設立するため必要とされ

ていたUAE国民による51％以上の出資条件が不要となった（注）。さらに、世界的に新しい「リモー

トワークビザ」を導入し、高度外国人材に居住してもらうことで自国経済の活性化を図っている。

2023年 6 月からは、法人税（税率 9 ％）を導入することが発表されている。

（注）ただし、首長国ごとに、改正後の制度運用の状況には差があり、外国資本100％出資の運用が開

表 5　　日本の対UAE主要品目別輸出入　＜通関ベース＞
（単位：100万ドル，％）

輸出（FOB） 輸入（CIF）
2020年 2021年 2020年 2021年
金額 金額 構成比 伸び率 金額 金額 構成比 伸び率

輸送用機器 2,975 3,315 47.1 11.4 鉱物性燃料 15,555 25,449 94.1 63.6
乗用車 2,014 2,217 31.5 10.0 原油および粗油 13,641 21,878 80.9 60.4

原料別製品 632 630 8.9 △ 0.4 石油製品 1,309 2,774 10.3 112.0
　鉄鋼 268 177 2.5 △ 33.8 　揮発油 1,309 2,774 10.3 112.0
一般機械 971 1,326 18.8 36.5 液化天然ガス 426 695 2.6 63.1

原動機 388 618 8.8 59.5 液化石油ガス 179 102 0.4 △ 43.1
電気機器 272 321 4.6 18.2 原料別製品 499 998 3.7 100.2

音響・映像機器 46 23 0.3 △ 49.4 非鉄金属 492 992 3.7 101.6
合計（その他含む） 5,544 7,044 100.0 27.0 合計（その他含む） 16,306 27,045 100.0 65.9

〔出所〕 財務省「貿易統計（通関ベース）」から作成

■実質GDP成長率は29年ぶりの低水準
　国家統計局によると、2019年の名目GDP（国内総生産）は99兆865億元、実質GDP成長率は6.1％で、
1990年以来29年ぶりの低水準となった。国家統計局は2019年の経済について、前年から続く米中摩擦
や政府の金融リスクの防止策（デレバレッジ）など一連の経済構造改革などの影響でインフラ投資が

低水準にとどまったことなどを挙げ、経済の下
押し圧力が依然大きいとの認識を示した。一方、
実質GDP成長率が年度目標の6.0～6.5％前後を
達成したことや、都市部調査失業率が年度目標
の5.5％前後を下回る5.2％となったことなどを
挙げ、マクロ経済の主要指標が全て目標を達成、
経済は安定的に成長したとの認識を示した。

■消費、投資ともに伸びが鈍化
　国家統計局が発表した2019年の主要経済指標をみると年度計画の目標値は達成したものの、前年比
では減速傾向が目立った。
　投資（固定資産投資総額）は前年比5.4％増で、伸びが前年から0.5ポイント縮小した。うちインフ
ラ投資は3.8％増と前年と同様の水準にとどまった。政府主導のインフラ投資拡大策がとられ、それ
を速やかに実施するための地方債の前倒し発行がなされたが、前年から続く債務管理やプロジェクト
審査の厳格化により、投資が十分に加速しなかった。民間投資は、米中摩擦の長期化による不確実性
の高まりなどを受け、4.7％増（4.0ポイント縮小）という低水準にとどまった。不動産投資は、政府
が住宅投機を許容しない姿勢を維持していることも背景に、9.9％増（0.4ポイント拡大）にとどまった。
　消費（社会消費品小売総額）は、1人当たり平均可処分所得（実質）の伸びが縮小（前年から0.7ポ

表1　中国の需要項目別実質GDP成長率
（単位：％）

2018年 2019年
2019年 2020年

Q1 Q2 Q3 Q4 Q1 Q2

実質GDP成長率 6.7 6.1 6.4 6.2 6.0 6.0 △6.8 3.2
　民間最終消費支出 4.4 3.5 ― ― ― ― ― ―
　国内総固定資本形成 2.8 1.9 ― ― ― ― ― ―
　財貨・サービスの純輸出 △0.5 0.7 ― ― ― ― ― ―

〔注〕四半期の伸び率は前年同期比。
〔出所〕中国統計年鑑および中国国家統計局発表より作成

　2019年の中国経済は、実質GDP成長率が6.1％で、2018年（6.7％）より0.6ポイント減速
し1990年以来29年ぶりの低水準となった。米中貿易摩擦、金融リスクの防止策など一連の経
済構造改革で、インフラ投資が低水準にとどまり、経済への下押し圧力に直面した。貿易総額は、
米中間の貿易の縮小などを受け、前年比1.0％減の4兆5,761億ドルと2016年以来3年ぶりに減
少に転じた。一方対内直接投資額は、5.8％増の9,415億2,000万元（ドルベースでは2.4％増
の1,381億4,000万ドル）と過去最高を再び更新した。
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　投資（固定資産投資総額）は前年比5.4％増で、伸びが前年から0.5ポイント縮小した。うちインフ
ラ投資は3.8％増と前年と同様の水準にとどまった。政府主導のインフラ投資拡大策がとられ、それ
を速やかに実施するための地方債の前倒し発行がなされたが、前年から続く債務管理やプロジェクト
審査の厳格化により、投資が十分に加速しなかった。民間投資は、米中摩擦の長期化による不確実性
の高まりなどを受け、4.7％増（4.0ポイント縮小）という低水準にとどまった。不動産投資は、政府
が住宅投機を許容しない姿勢を維持していることも背景に、9.9％増（0.4ポイント拡大）にとどまった。
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〔注〕四半期の伸び率は前年同期比。
〔出所〕中国統計年鑑および中国国家統計局発表より作成

　2019年の中国経済は、実質GDP成長率が6.1％で、2018年（6.7％）より0.6ポイント減速
し1990年以来29年ぶりの低水準となった。米中貿易摩擦、金融リスクの防止策など一連の経
済構造改革で、インフラ投資が低水準にとどまり、経済への下押し圧力に直面した。貿易総額は、
米中間の貿易の縮小などを受け、前年比1.0％減の4兆5,761億ドルと2016年以来3年ぶりに減
少に転じた。一方対内直接投資額は、5.8％増の9,415億2,000万元（ドルベースでは2.4％増
の1,381億4,000万ドル）と過去最高を再び更新した。
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（アラブ首長国連邦）



始されている首長国においても、その可否および追加的要件の有無が事業分野によって異なる。この

ため、現地法人の設立前に、アブダビ経済開発局やドバイ経済開発局など、各首長国の政府機関に確

認する必要がある。

主要経済指標
①人口：956万人（2021年） 2019年 2020年 2021年
②面積：8万3,600km2 ④実質GDP成長率（％） 1.1 △5.0 3.9
③１人当たりGDP：4万2,884米ドル
　（2021年）

⑤消費者物価上昇率（％） △1.9 △2.1 0.2 
⑥失業率（％） n.a. n.a. n.a.
⑦貿易収支（100万米ドル） 80,463 60,340 79,047
⑧経常収支（100万米ドル） 37,321 21,103 47,951
⑨  外貨準備高（グロス） 
（10億米ドル） 107,258 103,199 127,873

⑩  対外債務残高（グロス） 
（100万米ドル） n.a. n.a. n.a.

⑪  為替レート（ １ 米ドルにつき、
UAEディルハム、期中平均） 3.6725 3.6725 3.6725

〔注〕 ①③：推計値、④⑧：2020年以降は推計値、⑤⑦：2021年は推計値、⑦：国際収支ベース（財のみ）  
〔出所〕①③⑤⑧⑨：IMF、②経済省、④ UAE連邦競争力・統計局　⑦⑪：UAE中央銀行    

（お問い合わせ先）

海外調査部　中東アフリカ課　

ORH@jetro.go.jp

イント縮小し5.8％）したことや、自動車販売の不振が押し下げ要因となり、前年比8.0％増と、伸び
が前年から1.0ポイント縮小した。
　インターネット小売額は16.5％増と2桁の伸びとなったものの、前年の23.9％増からは大きく減速した。
　工業生産増加額（付加価値ベース、年間売上高2,000万元以上の企業が対象）は前年比5.7％増で伸
びが前年から0.5ポイント縮小した。主要産品の工業生産量をみると、鋼材（9.8％増）、集積回路（7.2％
増）などが好調だった一方、自動車（8.0％減）などが減少した。
　雇用面をみると、都市部新規就業者数は1,352万人増（目標1,100万人以上増）、都市部登録失業率は
3.6％（目標4.5％以内）と、ともに目標を達成した。

■2020年の経済運営は雇用の安定を重視
　中国政府は新型コロナウイルス感染症と経済・貿易の不確実性が非常に高いことなどから、2020年
の経済成長率目標を設定しなかった。また、前年に続き、消費（社会消費品小売総額）、投資（全社
会固定資産投資額）の数値目標も設定しなかった。
　重点活動任務の筆頭には、「企業の安定化と雇用の保障に努める」との内容が設定され、不確実性
が高い環境の下、経済成長率よりも雇用の安定や質の高い発展を重視する姿勢がいっそう鮮明となっ
た。ちなみに、2020年第1四半期の経済成長率は新型コロナの影響を受け前年同期比6.8％減と大きく
減少したが、第2四半期は3.2％増とプラス成長を回復した。

■2020年に入りASEANが最大の貿易相手に
　2019年の中国の貿易総額は前年比1.0％減の4兆5,761億ドルと、2016年以来3年ぶりに減少に転じた。
うち、輸出は0.5％増の2兆4,990億ドル、輸入は2.7％減の2兆771億ドルで、貿易収支は4,219億ドルの
黒字となった。
　貿易総額を国・地域別にみると、上位5カ国・地域は①EU28が7,053億ドル（前年比3.4％増）、②
ASEANが6,415億ドル（9.2％増）、③米国が5,414億ドル（14.5％減）、④日本が3,150億ドル（3.9％減）、
⑤香港が2,880億ドル（7.2％減）となり、米国、日本、香港が減少した一方、EU28、ASEANは増加
した。
　品目別にみると、輸出は機械・輸送設備が前年比1.0％減の1兆1,955億ドルとなり、全体に占める構
成比は47.8％だった。うち構成比の大きい電力機械・器具、その他電気部品は7.9％増の3,568億ドル、
電気通信、音声録音・再生設備は6.1％減の3,059億ドルとなった。輸入は、機械・輸送設備が6.3％減
の7,865億ドルとなり、輸入全体に占める構成比は37.9％だった。うち構成比の大きい電力機械・器具、
その他電気部品は3.6％減の4,273億ドルとなった。
　2020年上半期の貿易総額は、前年同期比6.3％減の2兆297億ドルとなった。うち、輸出は6.2％減の1
兆987億ドル、輸入は6.4％減の9,309億ドルとともに減少し、貿易収支は1,678億ドルの黒字（前年同
期比4.9％減）となった。主要国・地域との貿易をみると、上位5カ国・地域は①ASEAN2,979億ドル（2.2％
増）、②EU27が2,842億ドル（4.9％減）、③米国が2,340億ドル（9.7％減）、④日本が1,471億ドル（2.9％
減）、⑤韓国が1,316億ドル（5.8％減）と、ASEANが中国にとって最大の貿易相手となった。
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■実質GDP成長率は29年ぶりの低水準
　国家統計局によると、2019年の名目GDP（国内総生産）は99兆865億元、実質GDP成長率は6.1％で、
1990年以来29年ぶりの低水準となった。国家統計局は2019年の経済について、前年から続く米中摩擦
や政府の金融リスクの防止策（デレバレッジ）など一連の経済構造改革などの影響でインフラ投資が

低水準にとどまったことなどを挙げ、経済の下
押し圧力が依然大きいとの認識を示した。一方、
実質GDP成長率が年度目標の6.0～6.5％前後を
達成したことや、都市部調査失業率が年度目標
の5.5％前後を下回る5.2％となったことなどを
挙げ、マクロ経済の主要指標が全て目標を達成、
経済は安定的に成長したとの認識を示した。

■消費、投資ともに伸びが鈍化
　国家統計局が発表した2019年の主要経済指標をみると年度計画の目標値は達成したものの、前年比
では減速傾向が目立った。
　投資（固定資産投資総額）は前年比5.4％増で、伸びが前年から0.5ポイント縮小した。うちインフ
ラ投資は3.8％増と前年と同様の水準にとどまった。政府主導のインフラ投資拡大策がとられ、それ
を速やかに実施するための地方債の前倒し発行がなされたが、前年から続く債務管理やプロジェクト
審査の厳格化により、投資が十分に加速しなかった。民間投資は、米中摩擦の長期化による不確実性
の高まりなどを受け、4.7％増（4.0ポイント縮小）という低水準にとどまった。不動産投資は、政府
が住宅投機を許容しない姿勢を維持していることも背景に、9.9％増（0.4ポイント拡大）にとどまった。
　消費（社会消費品小売総額）は、1人当たり平均可処分所得（実質）の伸びが縮小（前年から0.7ポ
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　民間最終消費支出 4.4 3.5 ― ― ― ― ― ―
　国内総固定資本形成 2.8 1.9 ― ― ― ― ― ―
　財貨・サービスの純輸出 △0.5 0.7 ― ― ― ― ― ―

〔注〕四半期の伸び率は前年同期比。
〔出所〕中国統計年鑑および中国国家統計局発表より作成

　2019年の中国経済は、実質GDP成長率が6.1％で、2018年（6.7％）より0.6ポイント減速
し1990年以来29年ぶりの低水準となった。米中貿易摩擦、金融リスクの防止策など一連の経
済構造改革で、インフラ投資が低水準にとどまり、経済への下押し圧力に直面した。貿易総額は、
米中間の貿易の縮小などを受け、前年比1.0％減の4兆5,761億ドルと2016年以来3年ぶりに減
少に転じた。一方対内直接投資額は、5.8％増の9,415億2,000万元（ドルベースでは2.4％増
の1,381億4,000万ドル）と過去最高を再び更新した。
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イント縮小し5.8％）したことや、自動車販売の不振が押し下げ要因となり、前年比8.0％増と、伸び
が前年から1.0ポイント縮小した。
　インターネット小売額は16.5％増と2桁の伸びとなったものの、前年の23.9％増からは大きく減速した。
　工業生産増加額（付加価値ベース、年間売上高2,000万元以上の企業が対象）は前年比5.7％増で伸
びが前年から0.5ポイント縮小した。主要産品の工業生産量をみると、鋼材（9.8％増）、集積回路（7.2％
増）などが好調だった一方、自動車（8.0％減）などが減少した。
　雇用面をみると、都市部新規就業者数は1,352万人増（目標1,100万人以上増）、都市部登録失業率は
3.6％（目標4.5％以内）と、ともに目標を達成した。

■2020年の経済運営は雇用の安定を重視
　中国政府は新型コロナウイルス感染症と経済・貿易の不確実性が非常に高いことなどから、2020年
の経済成長率目標を設定しなかった。また、前年に続き、消費（社会消費品小売総額）、投資（全社
会固定資産投資額）の数値目標も設定しなかった。
　重点活動任務の筆頭には、「企業の安定化と雇用の保障に努める」との内容が設定され、不確実性
が高い環境の下、経済成長率よりも雇用の安定や質の高い発展を重視する姿勢がいっそう鮮明となっ
た。ちなみに、2020年第1四半期の経済成長率は新型コロナの影響を受け前年同期比6.8％減と大きく
減少したが、第2四半期は3.2％増とプラス成長を回復した。

■2020年に入りASEANが最大の貿易相手に
　2019年の中国の貿易総額は前年比1.0％減の4兆5,761億ドルと、2016年以来3年ぶりに減少に転じた。
うち、輸出は0.5％増の2兆4,990億ドル、輸入は2.7％減の2兆771億ドルで、貿易収支は4,219億ドルの
黒字となった。
　貿易総額を国・地域別にみると、上位5カ国・地域は①EU28が7,053億ドル（前年比3.4％増）、②
ASEANが6,415億ドル（9.2％増）、③米国が5,414億ドル（14.5％減）、④日本が3,150億ドル（3.9％減）、
⑤香港が2,880億ドル（7.2％減）となり、米国、日本、香港が減少した一方、EU28、ASEANは増加
した。
　品目別にみると、輸出は機械・輸送設備が前年比1.0％減の1兆1,955億ドルとなり、全体に占める構
成比は47.8％だった。うち構成比の大きい電力機械・器具、その他電気部品は7.9％増の3,568億ドル、
電気通信、音声録音・再生設備は6.1％減の3,059億ドルとなった。輸入は、機械・輸送設備が6.3％減
の7,865億ドルとなり、輸入全体に占める構成比は37.9％だった。うち構成比の大きい電力機械・器具、
その他電気部品は3.6％減の4,273億ドルとなった。
　2020年上半期の貿易総額は、前年同期比6.3％減の2兆297億ドルとなった。うち、輸出は6.2％減の1
兆987億ドル、輸入は6.4％減の9,309億ドルとともに減少し、貿易収支は1,678億ドルの黒字（前年同
期比4.9％減）となった。主要国・地域との貿易をみると、上位5カ国・地域は①ASEAN2,979億ドル（2.2％
増）、②EU27が2,842億ドル（4.9％減）、③米国が2,340億ドル（9.7％減）、④日本が1,471億ドル（2.9％
減）、⑤韓国が1,316億ドル（5.8％減）と、ASEANが中国にとって最大の貿易相手となった。
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